
（一財）徳島県教職員互助組合教育文化講演会助成事業費の助成金交付要綱

１．目 的
（一財）徳島県教職員互助組合（以下「互助組合」という。）は、（公社）徳島県教育会（以下「教
育会」という。）が行う、２に掲げる教育団体の開催する「教育文化講演会」事業についての助成事
業に要する経費について、予算の範囲内で教育会に助成することにより、本県教育文化の振興を図
るものとする。

２．教育団体

徳島県小学校教育研究会
徳島県中学校教育研究会
徳島市教育会
鳴門市教育会
小松島市教育会
阿南市教育会
名西郡教育会
名東郡教育会
海部郡教育会
板野郡教育会
阿波市教育会
美馬市教育会
美馬郡教育会
三好教育会
吉野川市教育会
勝浦郡教育会
那賀郡教育会

３．助成対象事業及び経費

（１）助成対象事業は、教育会が各教育団体と共催して行う「教育文化講演会」助成事業とする。
（２）助成対象経費は、（１）に掲げる助成事業の助成額とする。

４．互助組合の助成額
互助組合の助成額は、３の（２）に掲げる助成額と、互助組合が毎年度､各教育団体に対する助成

額として予算で定める額とを比較して少ない方の額とする。

５．助成金の交付申請
各教育団体は、当該年度において「教育文化講演会」助成事業を行う計画がある場合は、毎年度、

各教育団体が行う教育文化講演会の最初の実施計画日の３０日前までに、助成金交付申請書（様式
１号）を互助組合理事長に提出するものとする。

６．助成金の交付
（１）互助組合理事長は、助成金交付申請書を審査し、適当と認めたときは、助成金の交付の決定
を行うものとする。

（２）互助組合理事長は、助成金の交付の決定後、様式３号により、各教育団体に通知するものと
する。

（３）互助組合理事長は、各教育団体の請求（様式４号）に基づき速やかに各教育団体に助成金を
概算払いするものとする。



７．実績報告
各教育団体は、「教育文化講演会」助成事業が終了後、当該年度内に速やかに、実績報告書（様式

２号）を互助組合理事長に提出しなければならない。

８．助成金の確定
互助組合理事長は、実績報告書を審査し、適当と認めたときは、助成金の確定を行い、様式５号

により各教育団体に通知するものとする。

９．助成金の返還
互助組合理事長は、実績報告書の審査又は事実調査等により、この要綱の規定に適合しないと認

めたときは、助成金の減額又は取り消しを行うことができるものとする。

10．書類の保管等
各教育団体は、関係書類、証拠書類等を当該事業実施年度終了後１年間保管するものとする。

附 則
この要綱は、平成３年５月１日から施行し、平成３年度の事業から適用する。

附 則
この要綱は、平成４年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成５年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成６年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成９年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則
この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
附 則
この要綱は、令和８年４月１日から施行する。



各教育団体助成金内訳

教 育 団 体 名 助 成 金

徳島県小学校教育研究会 １２０，０００ 円

徳島県中学校教育研究会 １２０，０００ 円

徳 島 市 教 育 会 ７０，０００ 円

鳴 門 市 教 育 会 ７０，０００ 円

小 松 島 市 教 育 会 ７０，０００ 円

阿 南 市 教 育 会 ７０，０００ 円

名 西 郡 教 育 会 ７０，０００ 円

名 東 郡 教 育 会 ７０，０００ 円

海 部 郡 教 育 会 ７０，０００ 円

板 野 郡 教 育 会 ７０，０００ 円

阿 波 市 教 育 会 ７０，０００ 円

美 馬 市 教 育 会 ７０，０００ 円

美 馬 郡 教 育 会 ７０，０００ 円

三 好 教 育 会 ７０，０００ 円

吉 野 川 市 教 育 会 ７０，０００ 円

勝 浦 郡 教 育 会 ７０，０００ 円

那 賀 郡 教 育 会 ７０，０００ 円

計 １，２９０，０００ 円


